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１．気候変動の現状

出典： 気象庁HP：日本の年平均気温， https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均値
― 直線（赤）：長期変化傾向

※基準値は1991〜2020年の30年平均値

2024年は全国的に気温の高い状態が続きました。日本の年平均気温の偏差は＋1.48℃で、統計

を開始した1898年以降、これまで最も高い値だった2023年の＋1.29℃を大きく上回り、最も
高い値となりました。
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～年平均気温が2年連続で観測史上1位を更新～

順位 年 気温偏差（℃）

1 2024 +1.48

2 2023 +1.29

3 2020 +0.65

4 2019 +0.62

5 2021 +0.61

6 2022 +0.60

長期的には100年あたり
1.40℃の割合で上昇。最近6年
（2019年～2024年）はすべて
歴代6位以内となりました。
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１．気候変動の現状
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～世界の平均気温の推移: 「+1.5℃」の世界が間近に～

産業革命以前の平均より1.55℃高い1.5℃ : パリ協定の目標

2024年の単年の世界平均気温は、産業革命以前より1.55℃高く、パリ協定の目標
1.5℃を初めて超え、観測史上最も高い値となった。

出典：世界気象機関（WMO）プレスリリース（2025年1月10日）
https://wmo.int/news/media-centre/wmo-confirms-2024-warmest-year-record-about-155degc-above-pre-industrial-level

https://wmo.int/news/media-centre/wmo-confirms-2024-warmest-year-record-about-155degc-above-pre-industrial-level
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１．気候変動の現状

出典： 気象庁HP：日本の年平均気温， https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html 5

～2025年 日本でも史上最も暑い夏に～

「2025年夏(6〜8月)の日本の平均気温の基準値（1991〜2020年の30年平均
値）からの偏差は+2.36℃で、1898年の統計開始以降、2023・24年を上回り、
最も高い値」

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期変化傾向

※基準値は1991〜2020年の30年平均値
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１．気候変動の現状

出典：AR6第2作業部会の報告「気候変動-影響・適応・脆弱性」 政策決定者向け要約」環境省暫定訳 2023年8月
6

～人間システムにおいて観測された気候変動影響～

気候変動への要因特定に関する確信度 人間システムへの影響
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１．気候変動の現状

• 毎年4万人以上、2025年は１０万人以上の熱中症救急搬送数が発生。過去最も多
い搬送者数。6月が最多、9月が過去2番目の搬送人員。

• ヒートアイランドや気候変動による気温上昇により熱中症はますます深刻な問題に

• 今後，気候変動による更なる増加が危惧

• 202５年、兵庫県では４,810名が搬送 （内高齢者（65歳以上）：2,833名）
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※2010-2014 及び
2020年は5月のデー
タなし

  

熱中症による救急搬送人員数の経年変化

2018年：95,137人
東・西日本で記録的な気温

2024年：97,578人
日本の夏の平均気温、
2023年に並び過去最
高を記録

出典：総務省消防庁資料（https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke）をもとに作成

～暑熱による影響～

2025年：100,510人
（９月末）
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・滝のように降る雨（1時間降水量50㎜）
の短時間強雨の発生回数は、1976～
202４年の期間において増加

出典：（図）気象庁 日本の気候変動2025素材集
（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2025/sozai/sozai_chapter.
html?s_5）

※棒グラフは各年の値(1976～202４年)、青線は5年移動平均、赤線は期間にわたる変化傾向を示す

1 時間降水量が50㎜以上の年間発生回数

～雨の降り方が極端化～１．気候変動の現状

8

日降水量1.0㎜ 未満の年間日数の経年変化

※国内51 地点の出現日数から求めた1地点あたりの年間日数(1901～202４年)
棒グラフは各年の値、青線は5年移動平均、赤線は対象期間にわたる変化傾向を示す

・日降水量1.0㎜未満の日数は増加。

無降水日が増加

極端化！
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～雨の降り方が極端化するメカニズム～１．気候変動の現状

9アニメーション：気象庁作成

気温が低いと…
大気は水蒸気をあまり貯められない

気温が高いと…
大気は水蒸気をたくさん貯められる

水蒸気も強力な温室効果ガス
→極端高温の原因の一つ
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～近年の日本で災害をもたらした気象現象～１．気候変動の現状

令和4年8月1日～6日

8月1日から6日の前線による大雨

北海道地方や東北地方及び北陸地方を
中心に記録的な大雨。

令和4年9月17日～20日

台風第14号による暴風・大雨等

九州を中心に西日本から北日本の広
い範囲で暴風となり、海では猛烈なし
けや大しけ。

令和４年9月22日～24日

台風第15号による大雨

東日本太平洋側を中心に大雨。特に
静岡県や愛知県で猛烈な雨や非常
に激しい雨。

令和5年6月1日～3日

梅雨前線及び台風第2号による大雨
西日本から東日本の太平洋側を中心に大雨と
なり、期間降水量の合計は平年の6月の月降
水量の2倍を超えた地点があった。

令和５年6月28日～7月16日

梅雨前線による大雨
各地で大雨となり、期間降水量の合計
は大分県、佐賀県、福岡県で1200ミリ
を超えた。

令和5年9月7日～9日

台風13号による大雨

東京（伊豆諸島）、千葉県、茨城県、福島県では
線状降水帯が発生し猛烈な雨。

令和７年8月６日～12日

低気圧と前線による大雨
北日本か西日本にかけての広範囲で
大雨。総降水量が600㍉を超えた地点
や、平年の8月の月降水量の3倍以上
となった地点があった。

出典：気象庁「災害をもたらした気象事例（平成元年～本年）」
https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index_1989.html

令和７年
令和６年
令和５年
令和４年

令和6年9月20日～9月22日

低気圧と前線による大雨
東北地方から西日本にかけての広い範
囲で大雨。特に能登では線状降水帯に
よる猛烈な雨。総降水量は石川県で
500ﾐﾘを超え、平年の9月の月降水量
の2倍を上回る地点もあった。

令和6年8月27日～9月1日

台風10号による大雨、暴風及び
突風
西日本から東日本の太平洋側を中心に
大雨。九州では暴風となり、海上では猛
烈なしけ。宮崎県で突風が複数発生

令和6年7月23日～7月26日

梅雨前線と低気圧による大雨
北日本を中心に大雨。山形県では期間
降水量の合計は400ﾐﾘを超え、平年の
7月の降水量を大きく上回る記録的な
大雨となった所があった。

10



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典：IPCC AR6 WG1 政策決定者向け要約 SPM図8に国立環境研究所で注釈加筆
(https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1/downloads/outreach/IPCC_AR6_WGI_SPM_Basic_Slide_Deck_Figures.pdf)

2010-19年の全球平均気温は、

工業化前より1.07℃上昇

厳しい温暖化対策を
とらなかった場合 、

４℃前後上昇

厳しい温暖化対策を

とった場合 、２℃以下に
抑えられる可能性が高い

2030年までが、
その後を決める
「決定的な10年」

図 世界の地表面温度の変化(1850-1900年比)

・ 世界の平均気温は、工業化前に比べて、すでに1℃以上上昇
今後もさらに温暖化は進み、21世紀末には、

⋄厳しい温暖化対策をとらなかった場合 4℃前後上昇

⋄厳しい温暖化対策をとった場合 2℃以下に抑えられる可能性が高い

・ 2021年のCOP26で、2030年までを「決定的な10年(critical decade)」と位
置付け

１．気候変動の現状 ～100年後はどこまで進むのか～

パリ協定締約国
各国の目標値達成の
水準

11
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１．気候変動の現状 ～ 日本の気候変動２０２５ ～

12出典：日本の気候変動２０２５（文部科学省・気象庁）
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１．気候変動の現状 ～ 日本の気候変動２０２５ ～

13出典：福島県の気候変動 （「日本の気候変動2025」（文部科学省・気象庁）に基づく地域の観測・予測情報リーフレット
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１．気候変動の現状 ～ 日本の気候変動２０２５ ～

14出典：福島県の気候変動 （「日本の気候変動2025」（文部科学省・気象庁）に基づく地域の観測・予測情報リーフレット
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～影響への対策は大きく２つ！～

原因を少なく

緩和
かんわ

影響にそなえる

適応
てきおう

✓ 高温に強い農作物の開発
✓ 災害から身を守る備え
✓ 熱中症を予防する

✓ 温室効果ガス削減
✓ 省エネ家電やエコカーの普及
✓ 再生エネルギーの活用

１．気候変動の現状

15
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２．適応法と気候変動適応センター

16

➢国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定。その進展状況について、把握・評価手
法を開発。 （閣議決定の計画を法定計画に格上げ。更なる充実・強化を図る。）

➢気候変動影響評価をおおむね５年ごとに行い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

➢適応の情報基盤の中核として国立環境研究所
を位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進

農
林

水
産
業

水
環
境
・

水
資
源

自
然

生
態
系

自
然
災
害

健
康

産
業
・

経
済
活
動

国
民
生
活

４．適応の国際展開等

➢ 国際協力の推進。

➢ 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

➢都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定
の努力義務。

➢地域において、適応の情報収集・提供等を行う体制（地
域気候変動適応センター）を確保。

➢広域協議会を組織し、国と地方公共団体等が連携。

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）

＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

５．熱中症対策の推進
➢ 国の対応：熱中症警戒情報・熱中症特別警戒情報の発表及び周知

➢ 自治体の対応：指定暑熱避難施設、熱中症対策普及団体の指定及び活用➢ 熱中症対策実行計画の策定

平成30年６月制定
令和５年４月改正
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２．適応法と気候変動適応センター
• 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり，情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助言を通じて，気候変動適応策の推進に貢献

国の調査研究機関

大学，
地域の研究機関等

大学

国民

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民
企業

地域の企業

情報収集・整理・分析

調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター

情報収集・整理
・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

各地域（都道府県等）

地域の
研究機関等

17
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• 気候変動による影響が顕在化するにつれ、産業界においても気候リスクに対す
る認識が高まっている。

• 2025年に公表された世界経済フォーラムの調査によると、政府や学術界、民間
企業などを含めた各種ステークホルダーが認識する短期的なリスクとして「異常
気象」、さらに長期的なリスクとして「異常気象」をはじめとする気候変動関連の
環境問題が多く挙げられた。

出典：世界経済フォーラム2025「The Global Risks Report 2025 20th Edition INSIGHT REPORT」を翻訳

グローバルリスクの時間軸別重要度ランキング

～世界経済フォーラム～３．気候変動による経営リスク

https://reports.weforum.org/docs/WEF_Global_Risks_Report_2025.pdf
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～気候変動による経営リスク～

リスク 種類 概要

移行リスク

政策・法規制リスク 温室効果ガスに関する規制の強化、情報開示義務の拡大など

技術リスク 既存製品の低炭素技術への入れ替え、新規技術への投資失敗など

市場リスク 消費者行動の変化、原材料コストの上昇など

評判リスク
消費者選好の変化、化石燃料利用に関するステークホルダーから
の懸念など

物理的リスク
急性リスク 台風・洪水のような異常気象の深刻化等

慢性リスク 降雨パターンの変化、平均気温の上昇、海面上昇等

機会 種類 概要

機会

資源の効率性 交通・輸送手段の効率化、水使用量・消費量の削減等

エネルギー源 低炭素エネルギー源の利用、分散型エネルギー源への転換等

製品・サービス 熱中症対策製品や洪水対策製品の開発、消費者選好の変化等

市場 新規市場へのアクセス等

強靭性（レジリエンス） 取り扱う資源や材料の多様化、サプライチェーンの信頼性の向上等

３．気候変動による経営リスク
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気候変動の影響には、急性リスクと慢性リスクとに分けられ、短～中長期的に企業経
営に影響を及ぼす。

出典：急性影響（リスク）の代表例 （環境省）（2022）「改訂版 民間企業の気候変動適応ガイドー気候リスクに備え、勝ち残るためにー」から図表を加工・編集して作成

急性リスクは極端な大雨や、極端な高温などの気象現象によって引き起こされるもの
である。

産業 急性影響（リスク）

製造
豪雨・台風により、施設の水没や損傷、
サプライチェーンの寸断が生じる

エネルギー
高潮発生時の浸水により、沿岸域の発
電施設の操業影響が生じる。

不動産
気象災害や天候不順により、事業用建
物建設工事に遅延が生じる。

海運
気象災害により、運航スケジュール遅
延や貨物の損傷が生じる。

観光
気象災害によって交通網が遮断される
ことにより、観光客への影響が生じる。

商業
大型台風接近時等の百貨店、スーパー
などの臨時休業

大雨による水害 沿岸施設の
高潮・高波被害

台風など強風による
損傷

強風による
インフラの断絶

土砂災害や豪雪、浸水などによる
輸送網、交通網の断絶・遮断

～急性リスクと慢性リスク～３．気候変動による経営リスク
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産業 慢性影響（リスク）

製造
平均気温や降水量の変化により、原材
料や水資源の安定確保が困難になる

エネルギー
平均気温の変化により、冬場の暖房用
などのエネルギー需要量が変化する

不動産
気候変動の影響（洪水、高潮等）を受け
やすい土地の不動産価値が低下する

海運
海面上昇に伴い、港湾設備等の機能に
影響が生じる

観光
雪不足によるスキー場への影響など、
自然条件の変化により、観光資源が消
滅・減少する

商業
気候の変化により、季節性商品（飲料、
衣料等）のニーズが変化する

気温上昇、渇水による
原料調達への影響

降水変化による
水資源量の減少

海面上昇による
侵食、排水不良など

スキー場の雪不足など
天然資源の減少

気温上昇による
感染症リスクの増加

空調費などの
上昇

出典：慢性影響（リスク）の代表例 （環境省）（2022）「改訂版 民間企業の気候変動適応ガイドー気候リスクに備え、勝ち残るためにー」から図表を加工・編集して作成

慢性リスクは平均気温の上昇や雨の降り方（降る範囲や降る時期、降る量など）、海面
水位の上昇など緩やかに気候が変化することで引き起こされるものである。

３．気候変動による経営リスク ～急性リスクと慢性リスク～



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典：農林水産省「平成30年地球温暖化影響調査レポート（令和元年10月）」https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/#温暖化レポート から抜粋

例年影響発生の報告が多い農畜産物

水稲

野菜 花き 畜産

うんしゅうみかん

果実肥大期から収穫期における高
温による着色不良・着色遅延等

果実肥大期から収穫期の高
温・少雨による日焼け果等

果実肥大期から収穫期の高温、
多雨による浮皮の発生等

果樹

生育期から収穫期の高温に
よる不良果や生育不良等

乳用牛での夏期
の高温による斃
死、乳量・乳成
分の低下、繁殖
成績の低下、疾
病の発生等

白未塾粒の発生等

奇形花の発生等
22

３．気候変動による経営リスク ～慢性リスクによる農業への影響～

https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/#温暖化レポート
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気候変動の影響によって自らの事業が途絶えることのないように，サプライチェー

ンの多重化や洪水時の浸水対策など、業務を円滑化させるためのリスクマネジメン

トの取組

気候変動の影響は事業活動に大きな影響を及ぼしうるため、事業の特性に即した
気候変動適応に努める必要がある。

出典：環境省 気候変動適応法 逐条解説 (http://www.env.go.jp/earth/tikujyokaisetu.pdf)

①気候リスク管理

②気候変動影響を「機会(チャンス)」と捉えたビジネスへの展開

防災・減災に資する技術開発，製品・サービスの販売や高温耐性品種の開発や販売
など、事業分野に応じた適応ビジネスへの展開

※①気候リスク管理は、事業者が努力すべき内容として位置づけられているものの、 ②の適応ビジネスについては、全ての事
業者が努力すべきものではなく、関心のある事業者が事業戦略として実施するものであることから努力義務として規定は
していない。

～リスクの管理と機会の活用～４．企業の気候変動適応
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• 気候変動による降雨・強風増大に伴う配送遅延や事故の増加、施設・在庫への物理的損失、
仕入、配送機能の低下などの物理的リスクを踏まえ、アスクル株式会社は物流センター等を
複数設置、リスク分散を図っている。

• ２０19年に生じた令和元年東日本台風（台風19号）により、関西の物流センターが被害を
受けた際には、速やかに代替センターに出荷機能を切り替えることで被害を最小限に留め
ている。

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT） 「物流センターの機能分散等によるBCP対策」
アスクル株式会社（2017）「アスクル最大の物流拠点「ASKUL Value Center 関西」竣工」

～リスク管理事例～

▍重要視した物理的リスク

• 気候変動による降雨・強風の増大に伴う配送遅延や
事故の増加、配送費・人件費・補償費・保険料支払等
のコスト増加

• 物流センターへの洪水・強風被害による施設・在庫へ
の物理的損失、仕入・配送機能の低下あるいは停止

▍対策の具体例

• 受注センター、お問い合わせセンター、物流センター
の複数設置によるリスク分散

• 物流センターが被災した場合に、速やかに代替セン
ターに出荷機能を切り替えるシステムとオペレー
ションを構築

大阪DMC ASKUL Value Center関西

速やかに
出荷機能を切り替え

アスクル株式会社の全国の物流センター

2019年の台風19号では、ASKUL Value Center関西
が被災し稼働が低下、大阪DMCに速やかに出荷機能を切
り替え、売上低減を最小限に。

４．企業の気候変動適応

https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/database/riskmgmt/risk-023.html
https://pdf.irpocket.com/C0032/aRgx/BPwv/pATP.pdf
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• アヲハタグループは、創業以来「良い商品は良い原料から」という信念のもと、常に良質な原
料を求めているが、近年では気候変動が原料産地に与える影響を重要な課題としている。

• 具体的な影響として、「気候変動による収穫量の不足」や「人口増による果実原料のひっ迫」が
挙げられる。

• 重点テーマの１つである「持続可能な原料調達」について、①サプライチェーンにおける人権と
環境への配慮、②気候変動への適応を重点課題として取り組んでいる。

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT） 2028 年ビジョン達成に向けた持続可能な原料調達：気候リスク管理の事例

～リスク管理事例～

▍重要視したリスク

• 大雨・時期外れの霜などによる農作物へ
の物理的な被害

• 熱波や乾燥による収穫短期化と収量減
少など

▍対策の具体例

• 主要なフルーツ原料産地の気候変動に関
するデータの収集・集約と可視化

• 気候変動に適応した栽培方法の検証

４．企業の気候変動適応

https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/riskmgmt/risk-028.html


CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

26

気候変動の影響によって自らの事業が途絶えることのないように，サプライチェー

ンの多重化や洪水時の浸水対策など、業務を円滑化させるためのリスクマネジメン

トの取組

気候変動の影響は事業活動に大きな影響を及ぼしうるため、事業の特性に即した
気候変動適応に努める必要がある。

出典：環境省 気候変動適応法 逐条解説 (http://www.env.go.jp/earth/tikujyokaisetu.pdf)

①気候リスク管理

②気候変動影響を「機会(チャンス)」と捉えたビジネスへの展開

防災・減災に資する技術開発，製品・サービスの販売や高温耐性品種の開発や販売
など、事業分野に応じた適応ビジネスへの展開

※①気候リスク管理は、事業者が努力すべき内容として位置づけられているものの、 ②の適応ビジネスについては、全ての事
業者が努力すべきものではなく、関心のある事業者が事業戦略として実施するものであることから努力義務として規定は
していない。

４．企業の気候変動適応 ～リスクの管理と機会の活用～
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27出典：製品およびサービスにおける機会の例 （環境省）（2022）「改訂版 民間企業の気候変動適応ガイドー気候リスクに備え、勝ち残るためにー」から図表を加工・編集して作成

⚫ スマート農業など気象の変動に対応できる農業技術への需要増加

⚫ 洪水や暴風雨対策のためのインフラ建設やメンテナンス、リニューアル工事の増加

⚫ 熱中症やヒートアイランド対策、感染症対策のための製品需要が増加

補修・建替 外周堤防の建設 地盤の嵩上げ 施設の最適配置

昇温時における商品の販売促進・強化
感染症の早期診断キット、

ワクチン・抗菌薬 対策製品

作業環境の管理 ロボット技術やICT技術等の導入

• 気候変動による影響を「リスク」として捉えるだけでなく、「機会」として捉える側
面もある。

• 製品およびサービスに関する「機会」として、気候変動により既存の市場におけ
る自社製品やサービスの需要拡大が促進されることが挙げられる。

～機会の活用～４．企業の気候変動適応
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• 温暖化にともなう海水温上昇が予測されており、沿岸域においても藻場の減少やそれに伴
うアワビ類の減少、低水温を好む魚類資源の減少などが懸念されている。その一方で、ハ
タ類などの暖水を好む魚類が分布を広げている。このように海面漁業における分野におい
ては、資源状況の把握とともに、変化に対応した資源保護、管理などの取組が必須となっ
ている。

• 海洋建設株式会社では、キジハタの稚魚を保護するために開発した人工漁礁製品（保護育
成礁）を開発し、漁業者団体であるJFグループとともにその普及に取組んでいる。

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT） 高水温化に対応した貝殻魚礁によるキジハタ資源保護：適応ビジネスの事例

～適応ビジネス事例～

▍気候変動による影響

• 気候変動による豪雨や台風による自
然災害が深刻な被害をもたらしている。

▍適応ビジネスの具体例

• 沿岸域において、藻場の減少やそれに伴うアワビ類が減少、低
水温を好む魚類資源の減少などが懸念。

• 資源状況の把握と変化に対応した資源保護、管理などの取組
が必須となっている。

４．企業の気候変動適応

• ハタ類などの暖水を好む魚類が分布を広げていることから、高
値て取引されているキジハタに着目し、貝殻漁礁の開発で培っ
た技術をその資源保護に役立つのではないかと考えた。

• キジハタの放流種苗や天然の稚魚を保護することで、より効率
よく資源を増やし保護することができる。

キジハタ

放流直後の様子

https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/opportunities/biz-063.html
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• 気候変動の影響により、あらゆる農作物において、収量低下・品質低下など「例年通りの生産
ができない」という課題が年々深刻化している。

• 株式会社CULTAは、ゲノム編集や遺伝子組換えに頼ることなく、交配育種をベースとした
「高速育種技術」により、短期間での新品種開発を可能にしている

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT） https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/database/opportunities/biz-151.html

～適応ビジネス事例～

▍気候変動による影響

• 気候変動の影響により、あらゆる農作物
において、収量低下・品質低下などの課
題が年々深刻化している。

▍適応ビジネスの具体例

• 「高速育種技術」の開発により、短期間での新品種開発を可能にしている。
• 本技術によって、通常10年を要するイチゴの新品種開発をわずか2年で成功し、高温環境

下でも安定した収量・品質を実現できる品種を開発。（2025年に品種登録出願が公表）

• 今後は、気候変動の影響が大きく、一般的な品種開発の期間が長い果樹領域のブドウ・リ
ンゴ・みかんなどのフルーツ類から着手し、次世代品種の開発を予定している。

高速育種を実現するテクノロジー「人口環境」

４．企業の気候変動適応

• 「高速育種技術」によって、耐暑性、耐乾燥性など、
気候変動に強い特性を備えた次世代品種を開発し、
グローバルな農業分野における「気候変動適応」へ
の貢献が期待される。
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• 近年、豪雨や台風による災害が各地へ深刻な被害をもたらしている。各地の自治体や企業
では、養生シートや土のうを備蓄する動きが広がっており、防災意識が高まっている。浸水
対策に使用する一般的な土のうは、土を充てんして使用するが、いざという時に「時間がな
い」、「労力や土がない」などの課題がある。

• 萩原工業株式会社は、高性能新型土のうを発売した。本製品は水に浸して90秒間揉みこ
むだけで袋内のポリマー素材が水を吸い、重量10kgの土のうとして機能する。

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT） 約90秒で即ふくらむ浸水対策用「吸水土のう」の開発：適応ビジネスの事例

～適応ビジネス事例～

▍気候変動による影響

• 気候変動による豪雨や台風による自
然災害が深刻な被害をもたらしている。

▍適応ビジネスの具体例

• 高性能新型土のう「ウォーターバスター」を発売。
• 水に浸して90秒間揉みこむだけで袋内のポリマー素材が水を吸い、重量10kgの土のう

として機能する。
• 使用前は100gと軽量かつコンパクトな形状で保存場所も要しない。
• さらにブルーシートで覆うことで土のうのわずかな隙間からの浸水を防ぐことも可能。

ウォーターバスターの膨らませ方

４．企業の気候変動適応

https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/opportunities/biz-083.html
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４．企業の気候変動適応
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• 気候変動適応はリスク回避の観点の他にも企業に様々な効果をもたらす。

• 企業が気候変動適応に取り組むことによって得られる代表的な効果として、

①「安定した製品・サービスの供給」 ⇒ 事業継続性を高める

②「コスト削減・業務効率化」 ⇒ 柔軟で強靭な経営基盤を築く

③「地域社会との信頼関係の構築」 ⇒ 社会の信頼を得る

④「新たな市場の獲得（適応ビジネスの展開）」 が挙げられる。

４．企業の気候変動適応
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～インフォグラフのご紹介～

・ 業種別の影響及び適応を視覚的に表現するインフォグラフィック（全1２業種）

・ 業種共通として「建物・設備」、「従業員」、「顧客」

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）インフォグラフィック（事業者編）（https://adaptationplatform.nies.go.jp/private_sector/infographic/index.html
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～インフォグラフのご紹介～

（例）建設業では、「工事現場への影響」として、工事現場への被災、第三者へ被害を与えるリスクの増
加、気温上昇等による熱中症などの労働環境の悪化など、「建築物・インフラへの影響」として、それら
の損傷や性能劣化などの影響が事例として挙げられる。

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）インフォグラフィック（事業者編）（https://adaptationplatform.nies.go.jp/private_sector/infographic/index.html
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～イニシアティブの形成～

名称 概要 強制力

TCFD
気候関連財務情報の開示を促進する提言。賛同企業は気候変動リスクと機会を明
示し、投資家に開示する。2023年、ISSBに機能が引き継がれた。

任意。

IFRS S2
・SSBJ

ISSB（国際サステナビリティ基準審査会）が公表した、企業の気候変動リスク・機
会の開示基準。TCFDを引継ぎ大きな影響力を持つ。SSBJ（サステナビリティ基
準委員会）は、ISSB基準に準拠して日本企業に合った開示基準を示す機関。

国内では今後SSBJが企業規模
に応じて義務化予定。

ESRS
ESRS（欧州サステナビリティ報告基準）は、CSRD（企業サステナビリティ報告指
令）というEU域内の企業に対するサステナビリティ事項の報告に関する制度的な
枠組みを具体的に定めた基準。

EU域内での規模（売上高・従業
員数）に応じて義務あり。

ESG投資
E（環境）、S（社会）、G（ガバナンス）といった企業の非財務の取組状況を評価に組
み入れた投資活動。

市場が判断。直接の法的義務は
なし。

ESG格付け
各企業のESG関連の取組やリスクを格付け機関が評価・可視化すること。投資家
が企業のESGへの取組を評価する際に使用。

任意。ただし格付けが投資行動
に影響を与える。

BCP・BCM
自然災害や緊急事態において事業継続を可能にするための計画。企業がリスクに
対処し、被害を最小化することを目指す。

一部業界で法的要件となる場合
あり。

脱炭素に関わ
る枠組み

SBTはパリ協定に沿った科学的根拠に基づく温室効果ガス削減目標を設定する民
間の枠組みであり、1.5℃目標やネットゼロ目標への適合を求める。RE100は、
2030年までに電力を100％再生可能エネルギーに切り替えるイニシアティブ。

任意。

• 企業の脱炭素戦略や資産保全の重要性が増している。さらに気候リスクが金融市場の不安
定要因となる懸念から、投資家や金融機関は企業に対しリスク開示やその対応を強く求め
ている。

• この流れの中で、投資家などが主導する脱炭素や気候リスクの管理を促す枠組み・イニシ
アティブが形成されている。

５．大企業を取り巻く環境と動向
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TCFD提言（気候関連財務情報開示タスクフォース）に基づく開示では、気候関連
リスクを「移行リスク」と「物理的リスク」に分類し、どのようにリスクや機会を
認識・把握し、それらに対し、どのような戦略に基づいて取組んでいくのかの情報
開示を求めている。

国内では2025年3月にSSBJ（サステナビリティ基準委員会）基準を公開し、一部の
企業から2027年3月期以降に迎える決算から運用開始が見込まれている。

～気候関連財務情報の開示～

※TCFDは2023年にISSBへ統合され、気候関連開示はIFRS S2に引き継がれた。

５．大企業を取り巻く環境と動向
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～シナリオ分析～

• 気候変動による被害を回避・軽減するため、パリ協定では産業革命以前と比較して世界平均気温
の上昇を2℃未満に抑える目標が設定され、さらに1.5℃未満に抑える努力を追求することが合
意された。一方で、世界全体で厳しい温暖化対策をとらないと、最悪の場合、世界平均気温が
4℃以上上昇する可能性もある。

• こうした背景を踏まえ、シナリオの設定にあたり、2℃未満のシナリオを含む複数の気温上昇
に関するシナリオを選択し分析することが推奨されている。

出典：環境省「サステナビリティ（気候・自然関連）情報開示を活用した経営戦略立案のススメ」
https://www.env.go.jp/content/000308778.pdf

５．大企業を取り巻く環境と動向
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～TCFD開示の事例～

気候関連財務情報開示事例（味の素株式会社）

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT） https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/tcfd/tcfd-003.html

５．大企業を取り巻く環境と動向
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• 既に気候変動は進行しており、熱中症搬送者数や短時間強雨などの大雨の回数が
増加している。

• 気候変動の影響は企業の事業活動にも及んでおり、自社の事業の特性に即した適
応策が必要。

• 一方で、気候変動による影響をリスクだけでなく「機会」ととらえることも重要で、
機会を活用した適応ビジネスが展開している。

• 企業が気候変動適応に取組むことによって得られる効果として、①事業継続性を高
める。②柔軟で強靭な経営基盤を築くことができる。③社会の信頼を得る。④新た
な市場を獲得する、などがあり、これらを活用した取組が重要。

• 大企業を取り巻く環境として、TCFD提言に基づく開示などがあり、これらをもと
にした分析が進んでいる。
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◼ サブ課題B「リスク情報による防災行動の促進」により、e-learningを開発中

1 気候変動の影響・適応

2 企業を取り巻く環境

3 気候変動適応による効果

4 リスクと機会

5 気候リスクと機会の洗い出し

6 重要な物理的リスク・機会の特定と適応策の実践

7 適応策の実施と適応事例

8 機会を活用した適応ビジネス

9 まとめ

10 水災害リスクの現状と将来の予測

11 水災害への適応への検討と事例（水災害リスクに
関する国の対策と適応策に資するデータ及び
ツール）

12 シナリオを用いた分析の概要

13 リスク・機会による事業インパクト評価

e-learningの単元構成
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◼ キャンペーンサイト：
https://adaptation-platform.nies.go.jp/everyone/campaign/index.html

https://adaptation-platform.nies.go.jp/everyone/campaign/index.html
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• 気候変動の影響・適応に関する情報基盤。自治体、事業者、個人の取組を支援。
• 気候変動や適応の解説、適応事例紹介、インタビュー記事、適応ビジネスに関する情報など
• SNS（X(旧Twitter), Facebook, Instagram）、YouTubeでの情報発信

https://adaptation-platform.nies.go.jp/

https://adaptation-platform.nies.go.jp/「A-PLAT」をぜひご活用ください!!

https://adaptation-platform.nies.go.jp/
https://adaptation-platform.nies.go.jp/
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